












Bullying has become a social problem since the mid-1980s due to bullying suicide incidents. And three times before 
the Otsu bullying incident occurred in 2011, bullying committed a suicide incident where bullying becomes a social 
problem. However, as a result, until the Otsu bullying incident occurred, government and each party did not take mea-
sures in the way of “legislation” against bullying problems. From the above, it is necessary to clarify why the Act on 
the Promotion of Preventive Measures against Bullying in 2013 was legislated. The purpose of this thesis is to clarify 
factors that enabled the legislation of the Act on the Promotion of Preventive Measures against Bullying.
In conclusion, unlike the bullying suicide incident which had become a social problem until then, it was revealed that 
each party’s government pledges and the existence of the bullying regulations by local governments opened “policy 
window”.
Keywords: The Act on the Promotion of Preventive Measures against Bullying,   The Legislative Process,   Pre-decision 
making Process,   Otsu city Shiga prefecture bullying suicide case,   J. W. Kingdon,   The Policy Window 
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いじめ防止対策推進法の立法過程に関する研究
─前決定過程（pre-decision making process）に焦点を当てて─
The Legislative Process of the Act on the Promotion of Preventive Measures Against Bullying:













2012年 7月 4日の毎日新聞朝刊 8と同日朝のテレビ番組で大津いじめ事件が報じられたことにより，い
じめはまたしても社会問題化した 9。これを受け，文部科学省（以下「文科省」）はいじめに関する通知を
発出するなど対応を行った 10。そして，教育再生実行会議はいじめ問題に対して「いじめの問題等への対応
について（第 1次提言）」11を安倍首相に提出した。その後，2013年 6月 21日に「いじめ防止対策推進法」（以

























































































































大津いじめ事件では，第三者調査委の「調査報告書」38と 2011年 10月 11日（大津いじめ事件発生）か

















第 2節では大津いじめ事件と類似している滝川いじめ事件と比較する。詳細は第 4章第 2節で記述する。
３．２　いじめ条例
























地方自治体 名称 施行日 全条文数・内容等
兵庫県小野市 「小野市いじめ等防
止条例


























本節では，2012年 10月 23日に自民党教育再生実行本部（以下「実行本部」）が発足してから，2013年 6
月 18日に「いじめ防止対策推進法案」が衆議院へ提出されるまでの政党内の動きを整理する。その後，同
年 6月 19日の衆議院文部科学委員会の審議から，同年 6月 21日の参議院の審議までの国会審議を整理する。
2012年 10月 23日に下村博文衆議院議員が本部長を務める実行本部が発足した。同月 30日には，実行本
部内の馳浩衆議院議員が座長を務めるいじめ問題対策分科会（以下「いじめ分科会」）が第 2回会合を開き，
可児市の関係者をいじめ分科会に呼び，可児市いじめ条例についてヒアリングを実施している 53。
その後，2012年 11月 16日に衆議院が解散した。自民党，民主党，国民新党などは第 46回衆議院選挙公














































加えて，同年 1月 24日の教育再生実行会議第 1回会議では，公明党の富田茂之衆議院議員がいじめ対策







また，自民・公明党とは別に法案作成を進めていた民主党は，同年 2月 12日に機関決定をした後 65，同




みんなの党・生活の党・社民党・共産党の 8会派による与野党協議が計 8回行われた 68。与野党協議の途中
の同年 6月 6日には，「与野党折衷案の協議難航」との報道 69もされたが，6月 18日に，三党案・与党案の
両案をそれぞれ撤回した上で，自民党・公明党・民主党・維新の会・みんなの党・生活の党の 6会派と無所
属クラブが共同で「いじめ防止対策推進法案」（以下「いじめ防止法案」）を衆議院に提出した 70。



















































































































2 5 「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について（通知）」（文科省初中局長　18文科初 1019号）




2009 1 30 「学校における携帯電話の取扱い等について（通知）」（文科省初中局長　20文科初第 1156号）





6 1 「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の在り方について（通知）」（文科省初中局長　23文科初第 329号）























は政策の流れにも関わってくる。自民党は 2012年 10月頃に実行本部を，民主党は 2012年秋ごろに「子ど
もの命を守るプロジェクトチーム」と「いじめ・体罰防止対策WG」をそれぞれ設置し，法案作成に動き出








類似条文 いじめ防止法 小野市いじめ条例 可児市いじめ条例 雲仙市いじめ条例 大津市いじめ条例
目的 ○ △ ○ ○ ○
定義
いじめ ○ × ○ ○ ○
子ども ○ × ○ ○ ○
学校 ○ × ○ ○ ○
保護者 ○ × ○ ○ ○
基本理念 ○ △ ○ ○ ○
いじめの禁止 ○ △ × × ×
長の責務 ○ ○ ○ ○ ○
学校の責務 ○ × ○ ○ ○
保護者の責務 ○ × ○ ○ ○
財政措置 ○ × × × ○
いじめ防止のための教育 ○ × △ × △
相談体制 ○ × △ × △
関係機関との連携 ○ △ × × ×
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